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第 1章緒 言

海洋空間等の有効利用のために供する大型浮遊式海

洋構造物は，波浪中における耐波性能や運動性能及び

洋上における接合作業や維持補修等の面で優れている

多列多行に配置した浮体にて上部構造物を支持する半

潜水型の構造様式を適用することが有利であると考え

られる。このような大型浮遊式海洋構造物は，多目的

利用するために上部構造物の面積が巨大化し，それを

支持する浮体も莫大な数になる傾向がある。

このように巨大かつ大規模な浮遊式海洋構造物を，

気象及び海象条件が厳しい外洋に設置する際には，大

型浮遊式海洋構造物の実現の可能性，稼動性や安全性

等に関連する上部構造物の弾性撓みや係留等を検討す

る必要があり，その場合，波浪中における動揺応答特

性を簡便かつ精度よく予測できる手法を確立すること

が、これらの検討の墓礎となる重要な課題である。

半潜水式石油掘削リグ等の既存の浮遊式海洋構造物

に関する波浪中における動揺応答特性の推定法及び推

定精度の実情を見ると，通常， 1971年に J.P.Hooft1)が

提案した推定手法がよく用いられており，それによる

推定値は，水槽試験及び実海域実験等にて計測された

動揺量と極めてよく一致することが数多くの研

究2),3),4)にて検証されている。しかしながら，これらの

浮遊式海洋構造物は，本論文の研究対象とする大型浮

遊式海洋構造物と対比すると極めて小規模な浮遊式海
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洋構造物であり，支持浮体の数も極めて少ない。

そこで，本研究においては， Hooftの推定手法を改

良して波力や流体力等の推算精度の向上を図るともに，

形状が異なる支持浮体を組み合わせた巨大かつ大規模

な浮遊式海洋構造物の波浪中における動揺応答特性を

比較的簡単に予測できる計算プログラムを作成した。

そして，大型浮遊式海洋構造物の部分模型及び大型模

型による波浪中動揺試験から得られた動揺量と改良計

算法による推定値との比較検討を行った。その結果，

波浪中における動揺応答特性を極めてよい精度にて予

測できる手法を完成させた。

第2章研究の概要

2.1 研究目標

本研究の目標は，海洋空間等の面的利用のために供

する巨大かつ大規模な浮遊式海洋構造物の波浪中にお

ける動揺応答特性を，無係留状態で上部構造物が剛体

であるとの仮定に基づいて精度よく予測できる数値計

算プログラムを開発することである。その数値計算プ

ログラムを用いれば，「浮体の耐波設計法に関する研

究」における浮体の弾性撓み変形や曲げモーメント，

「浮体の複数係留システムと総合把駐力に関する研

究」における係留システムに働く係留力，或は「浮遊

式海洋構造物の実海域実験」における構造物の諸性能

等を推定することが可能となる。

2.2 研究概要

本研究では，以下に示すような手法に従って数値計

算プログラムを開発した。
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(1) 一般に用いられる Hooftの手法をそのまま単

純に適用すると支持浮体数が莫大であるため，計算量

が飛躍的に増大する。そこで，本研究の対象としてい

る大型浮遊式海洋構造物は，等間隔に配列された支特

浮体にて上部構造物を支える構造様式になるように支

持浮体の形状が変化した場合には，支持浮体に働く外

力及び流体力等を分割して与える簡略化を行っている。

(2) 外力及び流体力の推定には，「浮体に慟く外力及

び流体力の推定法に関する研究」において模型試験等

で十分検証された 3次元理論計算5),6),7)を適用する。

(3) 大型浮遊式海洋構造物の波浪中応答特性を予測

する数値計算手法は，既に浮体工法による海上空港建

設に係わる評価のための技術調査研究8)等によって確

立されている推定手法を応用し，改良数値計算プログ

ラムを完成する。

(4) 大型浮遊式海洋構造物の部分模型及び大型模型

を用いて波浪中における動揺応答特性の計測試験を行

ぃ，そこで求めた動揺応答特性と完成した数値計算フ°

ログラムを用いて求めた推算値とを比較検討し，推定

精度の確認を行う。

以上の過程を経て実機規模の大型浮遊式海洋構造物

の波浪中における動揺応答特性を，任意の大きさ及び

任意の支持浮体の組み合わせ等に関して精度よく予測

できる数値計算プログラムを完成させた。

2.3 研究計画

本研究の年次計画は，「大型浮遊式海洋構造物の建設

墓礎技術に関する研究」の第 I期技術開発の前半であ

る昭和57年度及び昭和58年度において実施された。

昭和57年度においては，推定手法の簡略化，既存の

数値計算プログラムの改良及び浮体に働〈外力及び流

体力の検討等を行った。

昭和58年度においては，大型浮遊式海洋構造物の部

分模型及び大型模型を用いて無係留状態の波浪中にお

ける動揺試験を行い，そこで得られた浮体の動揺応答

特性と改良数値計算プログラムによる推算値との比較

検討等を行った。そして，波浪中における動揺応答特

性を理論的に精度よく予測できる数値計算プログラム

を完成することができた。

第3章 研究実施内容及び結果

3.1 規則波中における浮体の動揺応答特性

3.1.1 理論計算法

多列多行に配置された浮体にて上部構造物を支持す

る構造様式を有する大型構造物の，波浪中における動

揺応答特性を理論的に推定する際の基本的な仮定は，

次の通りである。

イ） 波浪外力及び浮体の動揺等は入射波の周波数

と等しい調和振動である。

ロ） 波は微小振幅波であり，その波に対する浮体の

動揺量も微小振幅である。

ハ） 非線形減衰力は，浮体の動揺と波粒子との相対

速度の自乗の項にて考慮し，等価線形化して計算

の簡略化を図っている。

(1) 支持浮体の形状

本研究に用いた上部構造物を支持する浮体（以後，

支持浮体と称する。）としては，図3.1に示すようなフ

ーティング型，ロワーハル型及びポンツーン型の 3種

類である。

(2) 大型構造物の運動方程式

大型構造物の波浪中における 6自由度の運動方程式

は，一般に非線形減衰力を考慮した場合，次式のよう

に書き表わすことができる。

Footing type 
Pontoon type 

Lower Hull type 

◎
心
凸
〗

屈□E
 

0
 □二ト一1,200―i

虞
unh:mm 

図3.1 支持浮体の形状
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6 1. II. --;- --;-

2{（Mji +ajz・)Xl +Nふ＋N叫Xl ― Ul•1(Xl ― U,•)
i = 1 

+Kjぷ｝＝E, (j=l,2,-.... ・,6) (3.1) 

ここで， Xは浮体の重心における i方向の運動， i,

j = 1,2,…， 6は，それぞれ前後揺れ，左右揺れ，横

揺れ，縦揺れ及び水平回転運動に対応する。

59 

1次近似解 Xi(1)を求め，この解を再び (3.2)式に代入し

て解くといった操作を繰り返して行い，（X1(n)＿
X1<n-1)) が所要の精度で収束するまで繰り返し計算し，

最終的な X団を解 X1とする。

その際 (3. 3) 式の運動方程式の各項の係数は次の

ように設定する。

イ） 流体力係数

M = 1M:り4I/I61 (3.2) 

流体力係数は，支持浮体の形状に応じて， 3次元特

異点分布法代または有限要素法6)等を用いて求める。

そして，各動揺モードにおける支持浮体単体に働く付

加質量または付加慣性モーメント及び造波減衰係数を

支持浮体の基数分だけ単純加算したものを大型海洋構

造物に働く流体力とする。なお，支持浮体間の相互干

渉は，各支持浮体単独に慟く流体力係数に修正係数を

乗じることで考慮することができる。

さらに，連成運動時の連成流体力係数は次のように

して求められる。

図3.3に示すように，各支持浮体に働く流体力の作用

M及び Ii(j = 4, 5, 6) はそれぞれ浮体の質量及び j

軸まわりの慣性モーメントである。 ailは浮体の付加質

量または付加慣性モーメント，Ni¥は造波減衰係数，Ni『
は粘性減衰係数，じは平均波粒子速度， Kilは静的流体

圧力によって生ずる線形復原力係数， Eは波浪強制力

である。なお，座標系は図3.2に示すように定め，その

原点を，構造物の重心とする。

通常，（3.1)式を解く方法としては，時間領域また

は周波数領域の解法が考えられるが，ここでは周波数

領域による解法について述べる。

まず， （3.1)式で左辺の第 3項が含まれない線形運

動方程式を解いて X1の初期値x:o)を求め，その値を用

いて浮体の運動速度と波の水粒子速度とから 1x;0)- Y 
U1 Iを求め (3.1)式の第 3項を等価線形化して書き換

えた次式に代入して
6 

翌(Mj;+a⑬+｛N]1+3:点 |X1(O)_EI凶＋Kぷ

=FJ＋含 3:N閏ぶ゚)-EI且 (3.3) 

U=l, 2, ・・・・・・6) 
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 図3.3 支持浮体に働く流体力の作用点と原点との関係

¥＼  WAVE ー、

Y 
(SWAY) 

z・, l; （心~)
図3.2 大型浮遊式海洋構造物の座標系
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点を (xd, yd• zd) とする。その作用点は，通常，水

面まわりの連成流体力係数を用いて逆算して求めるが，

連成流体力係数が求められない場合は，浮心であると

する。今 x,y及び z方向の流体力係数を adxx,adyy及び

adzzとすれば，支持浮体が X方向に振動した場合の大

型浮遊式海洋構造物の重心 (x。, y。, z。)まわりの連成

流体力係数の間に次の関係がある。
、
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(3.4) 

同様にして他の動揺モードに対しても連成流体力係

数を求めることができる。

ロ） 粘性減衰力係数

x,y及び z方向の各支持浮体に働く粘性滅衰力係数

をqdX,qdy, qdzとすれば，これらの値は次式で求める

ことができる。

q心＝ CDxSx

：： ：こDzy:：}
ここで， CDX, CDY及び Cozは各動揺方向の抗力係数

で，これらの係数は支持浮体単独の各動揺モードに対

する強制動揺試験または，支持浮体で支持される部分

模型による平水中における自由動揺試験にて求まる各

動揺モードの減滅曲線から求めることができる。

さらに連成粘性減衰力係数については，粘性減衰力

の作用点が流体力の作用点と等しいとして，連成流体

力係数を求める方法と同じ方法を用いて求めることが

できる。

以上から求まる粘性減衰力係数を支持浮体の墓数分

だけ加算することによって，構造物の重心まわりの粘

性減衰力係数 N』を求めることができる。

ハ） 復原力係数

(3. 5) 

復原力係数は，各支持浮体の水線面積 (S。d)及び水

線面の面積中心 (xod, Yod, Zod) から次式で求めるこ

とができる。

K33＝芹匹Sod , K44 ＝平心(Yod-Yo)2 l 
K34=~pg心 (Yod-Yo), Kss＝平pgS。d（知—工o)2 (36) 

K35 ＝芹pgS。dに。dーエo),K45=—芹匹心（Yod-YoHXod ーエo)

ここで， pは流体密度， gは重力加速度である。

二） 波浪強制力及びモーメント

波が伝播して来る方向を浮体の X軸に対して角度

(x)を成すど軸とし，その軸に垂直な軸を nとg軸

とすれば各支持浮体に働く X, y及ぴ z方向の波浪強

制力の振幅と位相 (Fdx, Fdy, Fdz, Erx, Ery, Erz)並

びに支持浮体の水線面における x,y及び Z軸まわりの

波浪強制モーメントの振幅と位相 (Mdx, Mdy, Mdz, 

叙 x, CMX, 釦 z)とから，任意の入射波に対する各支持

浮体による構造物の重心に対する波浪強制力及びモー

メントは，次式にて求めることができる。

Fdt =Fd.rsin ((J)1-k~-EFx) 
和＝Fd_vsin ((J)t-kど— CFy)

：：ー：：〗：nd: （(J)r:〗:〗：d:＿:0゜。［：M:d:x □ し(J)[[：:〗)I (3 7) 

ここで， oは入射波の円周波数， Kは波数である。

上式にて求まる各支持浮体単独の構造物の重心に対

する波浪強制力及びモーメントを単純加算して大型構

造物に働く波浪強制力及びモーメントを求める。なお，

支持浮体間の相互干渉は，流体力係数と同様に修正係

数という形で考慮することができる。

各支持浮体の形状に対する (3.7)式の計算手法を以

下に詳述する。

i) フーティング型支持浮体の場合

フーティング型支持浮体は軸対称形状であるため，

一方向の入射波について支持浮体単独に働く波浪強制

力を有限要素法6)または固有関数展開法”にて求めて

おけば，（3.7)式は次式のようになる。

Fd1 = Fe cos x sin ((/}t-kど一Ce)

Fd2 = Fe sin x sin ((/}t-k~-ce) 

Fd3 = F. sin ((/}t-k~- c,) 

Fd4 =凡3(Yod -yo)-Fd2 (zod+fz -zo) 

凡5＝恥1(zod+fz -zo) -Fd3 (xod-xo) 

(3. 7)' 

Fd6 = Fd2 (xod -xo)-Fd1 (Yod -Yo) 

ここで， F~, F,及び Ce,Cgはど方向の波浪強制力の振

幅と位相であり， lzは水線面から浮心までの距離であ

る。

ii) ロワーハル型及びポンツーン型支持浮体の場

合

ロワーハル型及びポンツーン型支持浮体の場合には，

波の入射角が0゚， 45゚及び90゚ についてのみ支持浮体単独

に慟く波浪強制力を 3次元特異点分布法5)にて求めて

おけば，それ以外の任意の入射角に対しては 3点の値

を用いた 2次式補間にて x, y及び z方向の波浪強制

力及び水線面における x, y及び z軸まわりの波浪強

制モーメントを求め、 (3.7) 式に代入して，大型浮遊

式海洋構造物の重心に対する波浪強制力及びモーメン

トを求める。

ホ） 質量及び慣性モーメント

(60) 



大型構造物の質量は，各支持浮体の排水量を単純加

算し，それを重力加速度にて除して求める。

また，慣性モーメントは，各支持浮体の質量に各支

持浮体の重心位置と大型構造物の重心位置との距離の

自乗を乗じ，それを単純加算して求める。

なお，慣性モーメントに関しては，空気中または平

水中における自由動揺試験より求まる値を使用するこ

とも可能である。

(3) 数値計算手法

大型構造物の波浪中における動揺応答特性の数値計

算プログラムを用いて計算する際の流れ図を図3.4に

示す。

CALCULATION OF HYDROSTATIC FORCE 

CALCULATION OF WAVE EXCITING FORCE 

CALCULATION OF HYDRODYNAMIC FORCE 

(Added Mass, Damping Coef., etc.) 
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大型構造物の部分模型についての規則波中における

動揺応答特性は，無係留状態で水深が1.8mに対して

求められた。フーティング型， ロワーハル型及びホ゜ン

ツーン型の支持浮体による 3種類の供試模型の主要目

及び実験状態は表3.1に，供試模型の概要図を図3.5に

表3.1 部分模型の主要目

支持浮体 フーティング型I ロワーハル型 ポンツーン型

全 長 6.00m 6.00m 6.00m 

全 幅 1.63m 1.63m 1.63m 

喫 水 0.219m 0.167 m 0.167m 

排水量 314.4kg 314.3kg 550.2kg 

要素浮体数 33個 11個 3個

GMt 5.05m 5. 70 rn 26. 55 m 

GMt 0.126 m 0.195 m 0.661 m 

CONSTRUCTION OF LINEAR EQUATION OF 

M O T I O N 

SOLUTION OF LINEAR EQUATION OF 

M O T I O N 

冒□二ご
是杜廿杜且正

unit mm  
a) フ ー テ イ ン ゲ 型

EQUIVALENT LINEARIZATION OF VISCOUS 

D A M P I N G 

OUTPUT OF MOTIONS AND WAVE EXCITING 

FORCES 

覧ロニニ
→醐且—且且且—廿且且且且廿+

b) ロワーハル型 Unlt mm  

E N D 

□ □  
r------7 

’ ’  I I 
I I 
I I 

' I  
I I 
L_ -----_j 

霞＿

ロ図3.4 大型浮遊式海洋構造物の波浪中における

動揺応答特性の数値計算の流れ図

3.1. 2 水槽模型試験

(1) 部分模型試験 図3.5 部分模型の概要図

(61) 
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それぞれ示す。なお，縮率は実機の1ふである。

波浪条件は，波高が 6cm~l6cm（実機換算で

l.8~4.8m)の範囲で縦波 (x=O゚ ）及び横波 (x= 90') 

である。

水槽模型試験は，海洋構造物試験水槽で水平回転運

動だけを拘束した状態で実施した。

計測項目は，サーボ式波高計による入射波の計測及

び機構式の 6自由度動揺計測装置による模型中心の上

部構造物上における 5自由度の運動の計測である。

(2) 大型模型試験

構造物の大型模型についての規則波中における動揺

応答特性は，部分模型とほぼ同様な試験手法にて求め

t’ ヽ 0

供試模型は， 7-ティング型支持浮体の大型模型 I

型，フーティング型とロワーハル型支持浮体混合の大

型模型II型及びフーティング型，ロワーハル型とポン

ツーン型支持浮体の 3種混合の大型模型III型の 3種類

である。それらの供試模型の主要目及び実験状態を表

3.2に，概要図を図3.6に示す。なお，縮率は 1ふであ

る。

波浪条件は，標準波高を167mm（実機換算で5.0m)

としたが，一部の波周期については， 100,120及び260

mmに変化させて波高影響を調べた。波との出会角は，

I型模型では O',30゚， 60゚ 及び90゚の 4種類， II型模型

では30゚ のみ，そしてIII型模型では 0゚と 30゚の 2種類であ

る。

3.1. 3 水槽模型試験結果及び理論推算値との比較

(1) 部分模型

水槽模型試験にて 3種類の部分模型について波浪中

における 5自由度の動揺応答特性を求めた結果を前後

揺れ，左右揺れ，上下揺れ，横揺れ及び縦揺れの順に

図3.7から図3.11に示す。図中の丸印が縦波中 (x=

竺
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大型模型の概要図及び支持浮体の配列

表3.2 大型模型の主要目

大型模型の種類 I 籾 II 型 III 型

全 長 m 13.36 13.36 13.36 

全 幅 m 5.82 5.82 5.82 

排水量 kg 2622.4 2620.8 2926.2 

フーティング 275 128 86 
支持浮体の本数

ロワーノヽ）レ 49 54 
本

ポンツーン 3 
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図3.7 部分模型の前後揺れの周波数応答特性
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図3.8 部分模型の左右揺れの周波数応答特性

0゚ ），三角印が横波中 (x=90゚ ）における動揺応答特性

の実験値であり，矢印は平水中における自由動揺試験

にて求めた各動揺モードの固有周波数である。また，

図中の実線が縦波中，一点鎖線が横波中における動揺

応答特性の理論推算値である。なお，理論推算には，

支持浮体間の相互干渉を考慮してないが，粘性減衰力

は，浮体に働く外力及び流体力の推定法に関する研究

の成果，浮体工法による海上空港建設に係わる評価の

ための技術調査研究8)及びこの研究で実施した平水中

における自由動揺試験結果から求めた非線形減衰力係

数等を考慮し，前後揺れ及び左右揺れに関しては支持

浮体の形状に関係なく (3. 4)式の CDを総て1.0とし，

上下揺れに関しては，フーティング型で1.5,ロワーハ

ル型で4.0及びポンツーン型で5.0の一定値を適用して

いる。

図の横軸は，模型に対する波周波数であり，縦軸は，

変位の振幅を波振幅に対する比，回転角の振幅を最大

波傾斜角に対する比で示している。

イ） 前後揺れの応答特性

図3.7によると 3種類の部分模型とも水槽模型試験

結果と理論推算値とは極めてよく一致しており，今回

の試験範囲では支持浮体間の相互干渉等を無視し，粘

性減衰力だけを考慮すれば充分なる精度で予測できる

ことが確認された。

ロ） 左右揺れの応答特性

図3.8によると 3種類の部分模型とも水槽模型試験

(63) 



64 

I, 5 

1.0 

0
2
ヽ
D
z

0.5 

4.0 

3.0 

ご゚
ヽ

ざ゚

2, 0 

I. 0 

↓ I. 5 「 l.5 
I F°XP I rAI I X I 

Q＇感oぷ．↑aA＼． I § 1. o -̀式r1 '^",―-，叫 9 10| 

△ △ 
ゃ一苫＼△．八、｛

△¥ 
N゚ ＼△、~\＼ N゜

0. 5 0.5 

ジ入ふ入。
0.5 1.0 l. 5 H z 0.5 I. 0 I. 5H z 

゜
0.5 1, 0 1. 5 H z 

WAVE FREQUENCY (fw l WAVE FREQUENCY (f.w .) WAVE FREQUENCY (fw l 

a) 7 ーティンク型 b) ロワーハル型
c) ポソ｀ノーン型
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図3.10部分模型の横揺れの周波数応答特性

結果と理論推算値とは極めてよく一致しており，今回

の試験範囲では，前後揺れと同様に粘性滅衰力だけを

考慮すれば充分なる精度で予測できることが確認され

がし一~゜
ハ） 上下揺れの応答特性

図3.9から 3種類の部分模型とも縦波中，横波中にお

ける水槽模型試験結果はいずれも理論推算値とも極め

てよく一致しており，今回の試験範囲では，前後揺れ

及び左右揺れと同様に粘性減衰力だけを考慮すれば充

分なる精度で上下揺れを予測できることが確認された。

また，支持浮体の形状による粘性減衰力の設定値は，

適正な値であるといえる。

二） 横揺れの応答特性

図3.10から 3種類の部分模型とも水槽模型試験結果

の横揺れの周波数応答特性及び固有周波数とも理論推

算値とほぼよく一致しており，今回の試験範囲では，

支持浮体間の相互干渉等を無視し，粘性減衰力だけを

考慮すれば相当な精度で横揺れを予測できることが確

認された。しかしながら，横揺れの固有周波数付近に

ついては，理論推算値が水槽模型試験結果より高い応

答特性を与えている。したがって，総ての支持浮体と

もに粘性減衰力係数を多少大きな値に設定すべきであ
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図3.11部分模型の縦揺れの周波数応答特性

ろう。

ホ） 縦揺れの応答特性

図3.11から 3種類の部分模型とも周波数で0.5Hz

以上の高周波周領域においては，水槽模型試験結果と

理論推算値とも極めてよく一致しており，今回の試験

範囲では，支持浮体間の相互干渉等を無視し，粘性減

衰力だけを考慮すれば充分なる精度で予測できること

が確認された。しかしながら，波周波数で・o.5Hz以下

の低周波数領域においては，水槽模型試験結果と理論

値との一致度が必ずしも良好であるとは云えない。低

周波数領域では造波装置の能力から充分なる波高が起

こすことができないために最大波傾斜角も極端に小さ

くなるので，縦揺れの振幅が小さくなり，計測精度上

の誤差や入射波の正弦性が確保できなくなる等を勘案

すると縦揺れの応答特性に関する水槽模型試験結果と

理論推算値とはほぼよく一致しており，粘性減衰力だ

けを考慮すればほぼよい精度で予測できることが確認

された。

以上，述べてきたように大型構造物の部分模型程度

の主要目であれば，上部構造物の剛性や支持浮体間の

相互干渉等を無視し，粘性減衰力だけを適正に設定し

ておけば極めてよい精度で波浪中における動揺応答特

性を予測できる。

(2) 大型模型

水槽模型試験にて 3種類の大型模型について波浪中

における 5自由度の動揺応答性を求めた結果を前後揺

れ，左右揺れ，上下揺れ，横揺れ及び縦揺れの順に図

3.12から図3.16に示す。図中の丸印が縦波中 (x=

0゚ ），三角印が横波中 (x=90゚ ）を，逆三角形と四角印

がそれぞれ x=30゚と 60゚ の斜め波中における動揺応答

特性の水槽模型試験にて求めた値であり，実線が縦波

中，破線が横波中，一点と二点鎖線がそれぞれ x=30°

と60゚ の斜め波中における動揺応答性の理論推算値で

ある。

なお，理論推算では部分模型の場合と同じく支持浮

体の相互干渉を考慮しないで粘性減衰力のみを考慮し

た。また，横軸，縦軸の表現法は，部分模型の場合と

同じである。

イ） 前後揺れの応答特性

図3.12から 3種類の大型模型とも水槽模型試験結果

と理論推算値とは極めてよく一致している。したがっ

て，模型を大型化しても部分模型と同様な理論推定法

が適用できることが確認された。

なお，大型模型になると部分模型よりも低い周波数

から応答特性が小さくなり，応答特性の変動する回数

が増加することが判る。この様な傾向を基にして，大

型構造物の前後揺れの応答特性を予測すると，極めて

低い周波数から応答特性が小さくなり，応答特性の変

動も増加するであろう。前後揺れの応答特性が変動す

る主要因は，支持浮体に作用する波浪強制力が取り付

け場所によって位相が異なるため，全体の支持浮体に

作用する波浪強制力にした際，波浪強制力が相殺しあ

って零となる波周波数が存在するからである。

ロ） 左右揺れの応答特性

図3.13から左右揺れの応答特性は，今回実施した範

囲で前後揺れの応答特性と同様に粘性減衰力を考慮す

れば充分なる精度で予測することが確認された。また，

大型浮遊式海洋構造物の左右揺れの応答特性も大略予
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図3.15大型模型の横揺れの周波数応答特性
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図3.16大型模型の縦揺れの周波数応答特性

測できると考えられる。

ハ） 上下揺れの応答特性

図3.14から上下揺れの応答特性は， II型模型に対す

る実験値はないが，今回実施した範囲で前後揺れ及び

左右揺れの応答特性と同様に実用上十分なる精度で予

測できることが確認された。

二） 横揺れの応答特性

図3.15から， III型の大型模型では，水槽模型試験結

果の横揺れの周波数応答特性と理論推算値とよく一致

していることがわかる。従って今回の試験範囲では粘

性減衰力だけを考慮すれば実用にさしつかえない精度

で予測できると思われる。しかしながら， I型模型で

は，横揺れの周波数応答特性は，理論推算値が水槽模

型試験結果より高い応答特性を示している。これは上

部構造物の弾性変形及び微小横揺れの計測精度等に起

因しているものと思われるが，その理由は，解明する

ことができなかった。

ホ） 縦揺れの応答特性

図3.16から縦揺れの応答特性は， II型模型について

の実験結果はないが，今回実施した範囲では粘性減衰

力を考慮すれば実用上十分なる精度で予測できること

が確認された。

以上，述べて来たように今回実施した水槽模型試験

の範囲では部分模型や大型模型程度の主要目に対して，

上部構造物の剛性及び支持浮体間の相互干渉等を無視

し，粘性減衰力だけを適正に設定することにより実用

上さしつかえない精度で波浪中における動揺応答特性

を予測できることが判明した。

なお，水平回転運動の応答特性については，第 5編

「浮体の複数係留システムに関する研究」において，
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示している。

3.1. 4 大型浮遊式海洋構造物の波浪中における動

揺応答特性

前項までにおいて多数の支持浮体群によって上部構

造物を支持する構造様式の大型構造物の波浪中におけ

る動揺応答特性を精度よく予測できる数値計算プログ

ラムが完成した。そこで第 1編「大型浮遊式海洋構造

物の建設墓礎技術に関する研究概要」の3.1において示

した大型構造物の主要目規模について波浪中における

動揺応答特性を推算した。

波浪中における動揺応答特性の計算対象にする大型

浮遊式海洋構造物としては，大型模型の I型と同じフ

ーティング型支持浮体で上部構造物を支持する構造様

式であるとし，その主要目を表3.3に示す。

項 目 寸 法

全 長 m 1571 

全 幅 m 654.6 

排水量 t 1,132,877 

支持浮体の本数 フーティング型 4,400本

数値計算では，前項までと同様に上部構造物の剛性

及び支持浮体間の相互干渉等を無視し，粘性滅衰力だ

けを考慮する。

推算結果の中から代表的な事例とし，縦波(X=0゚）

中における縦揺れ及び上部構造物の中心と波上側端部

における上下方向変位をそれぞれ図3.17～図3.19に示

す。これらの図の横軸の波周波数は，実機スケール

(fws) で表わしている。

これらの図から大型模型の結果から予測したように

動揺応答特性は，波周波数が0.05 Hzと極めて低周波数

まで縦揺れが波傾斜角に対して0.02以下，上部構造物

の中心における上下方向変位が波高に対して0.08以下，

上部構造物の波上側端部における上下方向変位が波高

に対して0.25以下であり，応答特性が周波数の変化に

対して極めて細かく変動していることが判る。

そこで，大型浮遊式海洋構造物を設置する際の最も

厳しい波浪条件を波周期が 9秒付近で最大波高を10m

で水深を50mとすると，縦揺れの最大値が0.18゚程度，

上下方向変位の最大振幅は上部構造物の中心で0.4m
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図3.17大型浮遊式海洋構造物の縦揺れの周波数応答

特性 (fws:実機スケールの波周波数）
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図3.18大型浮遊式海洋構造物の上部構造物中心に

おける上下方向変位の周波数応答特性

(fws :実機スケールの波周波数）
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図3.19大型浮遊式海洋構造物の上部構造物波上側

端部の上下方向変位の周波数応答特性

(fws :実機スケールの波周波数）

程度，波上側端部で1.20m程度である。なお， 7-テ

ィング型支持浮体の形状及び支持浮体にロワーハル型

やボンツーン型等を適正に組み合わせることにより上

述の動揺量は軽減することができよう。
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第4章研究成果の要約

本研究によって得られた成果を要約すると以下に示

す事項を挙げることができる。

1) 各種の支持浮体で上部構造物を支持する構造様

式の大型構造物の波浪中における動揺応答特性を

実用上さしつかえない程度の精度で予測できる数

値計算プログラム (MOTION) を完成した。

2) 「浮体に働く外力及び流体力の推定法に関する

研究」の成果を取り入れ，上部構造物の剛性及び

支持浮体の相互干渉等を無視し，粘性減衰力だけ

を考慮して推定すれば波浪中における部分模型及

び大型模型の動揺応答特性は，水槽模型試験結果

とよく一致することが確認された。

第5章結 言

本研究は，科学技術庁の科学技術振興調整費による

『海洋構造物による海洋空間等の有効利用に関する研

究』の中の浮遊式海洋構造物の建設甚礎技術に関する

研究の一環として実施したものである。研究期間は昭

和57年～58年度の 2ヶ年にわたり行われ，本研究の目

標は充分達成して完了した。

すなわち本研究において完成した動揺応答特性計算

プログラム (MOTION)を用いれば， 自由浮体の動揺

応答特性の推算だけでなく，弾性浮体としての撓み変

形及び複数係留システムによって係留された大型浮遊

式海洋構造物の各種外乱に対する動揺応答特性や係留

ラインに働く張力特性等の広範囲な研究に役立てるこ

とが可能となった。
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最後に本研究を実施するに当り，水槽模型試験デー

タの蓄積及び理論計算の一部を引き受けていただいた

海洋開発工学部の大川主任研究官及び影本研究官に感

謝致します。

なお，理論計算は，船舶技術研究所の中央電子計算

機の FACOMM -180II ADを使用して行った。
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